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救護義務違反罪にいう ｢救護｣ においては, なすべき行為は具体的状況に



































228(390) 法と政治 66巻 2号 (2015年 8月)
(２) 東京高判昭和57年11月９日判タ489号128頁｡
(３) Lackner /Strafgesetzbuch Kommentar, 28. Aufl., 2014, 13, Rn. 4.





た視点ゆえに, 72条１項前段の義務が扱われる際も, 義務の客体が ｢負
傷者｣ である場合に限られ, またそこでの結果回避可能性 (救命可能性)




がある｡ そこで, 負傷者救護義務違反罪の義務内容を考察する前に, まず
は72条１項前段とその罰則規定, 及び他の刑法上の不作為犯との比較で
見出されるその特質について考察する｡













法と政治 66巻 2号 (2015年 8月) 229(391)
(４) 宮崎文 ｢道路交通法の一部を改正する法律の逐条解説 (7)｣ 警察研
究36巻５号 (1965年) 90頁以下参照｡
(５) 2001年の一部改正では, 117条の自由刑の長期が３年から５年に, 罰
金刑の上限が20万円から50万円に引き上げられた (福田守雄 ｢道路交通法
の一部を改正する法律について (3)｣ 警察学論集54巻11号 (2001年) 83頁




ない｣ と規定する｡ 同条項前段にいう ｢交通事故｣ とは, 67条２項にい
う ｢車両等の交通による人の死傷若しくは物の損壊｣ を意味する｡ また,






故｣ が生じた場合と ｢物損事故｣ が生じた場合に分けられる｡ 人身事故が
生じた場合は, さらに, 人の死傷を惹き起こした一般車両の運転者による

































230(392) 法と政治 66巻 2号 (2015年 8月)
運転に起因するものであるとき｣ に関する罰則である２項が新設され, そ
の法定刑が10年以下の懲役又は100万円以下の罰金とされた (檜垣重臣ほ
か ｢『道路交通法の一部を改正する法律』 について (上)｣ 警察学論集60巻
９号 (2007年) 55頁以下 [檜垣], 平尾覚 ｢道路交通法の一部を改正する
法律について｣ 研修709号 (2007年) 96頁以下参照)｡ 2007年の法定刑引上
げに対しては, 今井猛嘉 ｢飲酒運転対策としての罰則の整備｣ ジュリスト
1330号 (2007年) 27頁以下, 曽根威彦 ｢交通刑法の改正問題｣ 刑事法ジャー
ナル８号 (2007年) ７頁以下の批判がある｡
(６) 伊藤榮樹ほか編 『注釈特別刑法 (6)』 (1989年) 388頁 [河上和雄],
宮田正之 ｢道路交通法入門 (45)｣ 研修650号 (2002年) 112頁｡
72条１項前段の義務違反に関しては, 117条の５第１号の罪が基本類型,
117条の罪がそれに対する加重類型という位置づけになる｡ また, 72条１
項前段の義務違反に対する罰則は, 先述の通り, ｢人の死傷｣ があった場








は, 義務の客体が ｢負傷者｣ か否かで区別されるものではないことから,
117条は, 負傷者救護義務違反罪を含むものではあっても, それ自体では
ない｡
(3) 道路交通法は, ①道路上の危険を防止すること, ②交通の安全
と円滑を図ること, ③道路交通に起因する障害の防止に資することを目的






法と政治 66巻 2号 (2015年 8月) 231(393)
(７) 72条１項後段に規定される事故報告義務違反の法定刑は, ３月以下の
懲役又は５万円以下の罰金である (119条１項10号)｡
(８) 注釈特別刑法 [河上]・前掲註(６)390頁, 平野龍一ほか編 『注解特別
刑法 (1) 交通編 (1) [第２版]』 (1992年) 497頁 [村田達哉]｡
(９) この際, 杉本一敏 ｢負傷者救護義務違反罪の罪質と客観的成立要件｣










｡ 72条１項前段を規定した目的は, 第一に, 自動車等による道
路交通の危険性に鑑みて, 交通事故が発生した場合にいかなる措置を採る
べきか, 運転者に対しその手順を明示すること, 第二に, 現に被害者に生
じた負傷と共に, 特に道路上では当該負傷者にさらなる危険が生じる可能

































232(394) 法と政治 66巻 2号 (2015年 8月)





し, 被害を受けた者の生命, 身体, 財産を保護するとともに交通事故に基
づく被害の拡大を防止するため, 当該車両等の運転者その他の乗務員のと
るべき応急の措置を定めたものであ [る]｣ としつつ, 同条項前段の負傷
者の救護を定めた部分は ｢当該負傷者の生命身体の安全を主たる保護法益
としたものであり, その意味においては, 刑法の傷害, 傷害致死, 業務上
過失致死傷罪等の生命, 身体の保護に向けられた各規定とその法益を同じ








(1) 72条１項前段は, 交通事故の際の応急措置義務として, 第一に,
停止・確認義務, 第二に負傷者救護義務, 第三に危険防止措置義務を規定





















法と政治 66巻 2号 (2015年 8月) 233(395)
(12) 安西温 『自動車交通犯罪』 (1968年) 320頁, 村上尚文 『刑事裁判実務
大系 (4) 道路交通 (2)』 (1993年) 694頁, 宮田正之 ｢道路交通法入門
(46)｣ 研修651号 (2002年) 106頁参照｡ また, 東京高判昭和41年６月１日
東京高検速報1485号も参照｡
(13) 室城信之＝矢代隆義 ｢道路交通法の救護義務に関する考察｣ 警察研究
64巻６号 (1993年) 12頁｡
(14) 安西・前掲註(12)319頁, 中川善之助ほか監修 『交通事故 (実務法律
体系 [4])』 (1973年) 50頁 [永山忠彦] も参照｡ また, 東京高裁昭和41年
６月１日判決・前掲註(12)も参照｡













































234(396) 法と政治 66巻 2号 (2015年 8月)
(15) 同東京高裁判決はこの理解に従って原判決を破棄し, 被告人に負傷者
救護義務違反罪の成立を認めたが, その際, 罪となるべき事実は, ｢事故
を起しながら, 直ちに運転を停止して法令に定められた必要な措置を講ず
ることなく, そのまま運転を継続し｣ とされた｡ 同旨の裁判例として, 札
幌高判昭和51年９月７日札幌高検速報105号－1がある｡
























法と政治 66巻 2号 (2015年 8月) 235(397)
(18) 福岡高判平成３年12月12日判タ796号261頁も, 72条１項前段は ｢事故
を起こし, 未必的にしろ人に死傷を与えあるいは物の損壊があったことを
認識した運転者に被害者の救護及び道路における危険防止の義務を尽くさ




いえる｡ 情報収集義務については, 近時, 過失犯の注意義務に関し議論が
盛んである (例えば, 山本絋之 ｢過失犯における情報収集義務について｣




頁は, その原判決を是認しつつ, 事故報告義務は ｢個人の生命, 身体およ
び財産の保護, 公安の維持等の職責を有する警察官をして, 一応すみやか
























































(21) ｢負傷者｣ の上限・下限という表現は, 臼井滋夫 ｢被害者の負傷の程
度と道路交通法第72条第１項前段の救護義務違反の成否｣ 臼井ほか 『刑法
判例研究Ⅲ』 (1975年) 519頁以下を参考とした｡




(24) 岡上雅美 ｢ひき逃げに関する一考察｣ 岡野光雄先生古稀記念 『交通刑
事法の現代的課題』 (2007年) 261頁は, ｢救護義務違反罪について, およ
そ救命の可能性がないのに救護義務を認めることは, 生命身体という法益
保護と分断された形態での義務違反ないし法規範遵守のみを命じるもので
あり, 妥当ではない｣ とした上で, ｢被害者が, 事故の結果, すでに死亡
求められる義務内容は異なるので, 義務内容の特定との関わりにおいて






(2) 他方, ｢負傷者｣ の下限であるが, ｢負傷者｣ の下限とはあくま




こうした意味での ｢負傷者｣ の下限について, 判例では当初, 札幌高判
論
説
法と政治 66巻 2号 (2015年 8月) 237(399)
していた場合, 死者に対する救護義務違反は, いわゆる客観的危険説によ
れば客体の不能として不処罰になろう｣ とする｡ しかし, 72条１項前段の
義務の目的が必ずしも当該負傷者の保護だけにあるのではないとするなら
ば, 被害者が死亡しているからといって直ちに義務が否定されて不可罰に
なると解すべきではない｡ また, 西田典之 ｢ひき逃げと遺棄罪の成否｣ 研
修461号 (1986年) 11頁・註(１)が, (最決昭和44年７月７日刑集23巻８号
1033頁 [本文後掲] を受けて) ｢一見明白ではなくとも, 即死またはそれ
に準ずる状態で, 救護の可能性が存しなかった場合までも含ませることに
は疑問｣ とし, 大庭沙織 ｢判批｣ 法律時報84巻11号 (2012年) 136頁・註
























































































法と政治 66巻 2号 (2015年 8月) 239(401)
(28) 坂本武志 ｢判解｣ 最高裁判所判例解説刑事篇昭和44年度 (1973年)
270頁以下参照｡
(29) 臼井・前掲註(21)521頁, 西原春夫ほか編 『判例刑法研究 (8)』 (1981




務｣ 同 『交通事犯と刑事責任』 (2007年) 102頁以下, 大庭・前掲註(24)
134頁も参照), それは傷害が外形的に明らかでない場合でも同じである｡
例えば, 被害者からの痛みの訴え, 衝突状況, 被害者の転倒状況などの中
間的事実の認識を通して, 傷害の発生に対する未必的な認識がある場合に
故意が認められる (藤永幸治ほか編 『交通犯罪 (シリーズ捜査実務全書
[14])』 (４訂版, 2008年) 273頁 [五十嵐義治] 参照)
(31) 岩井宜子 ｢救護義務 (2)｣ 続判例刑法百選 (1971年) 235頁, 佐藤文















































240(402) 法と政治 66巻 2号 (2015年 8月)






(33) 奥村正雄 ｢不作為犯における結果回避可能性｣ 同志社法学343号
(2010年) ９頁以下参照｡
(34) 前田雅英 『刑事法最新判例分析』 (2014年) 150頁, 大塚仁ほか編 『大
コンメンタール刑法 [第３版] (11)』 (2014年) 308頁以下 [半田靖史]｡





月15日東高時報 (刑) 29巻２号21頁は, ｢救護義務の内容は, 当該事故が
発生した日時, 場所, 負傷者の負傷の程度, 道路の状況等を総合的に考察





(2) この点, これまでの検討に基づけば, 負傷者救護義務は, 具体
的状況に応じて, 次のいずれかの目的を有することとなる｡ 第一に, 死亡
結果回避目的 (目的①), 第二に, 傷害結果拡大阻止目的 (目的②), 第三
に, 傷害結果拡大可能性の不存在の確認目的 (目的③) である｡ この際,
特に目的①と②の場合に関し, 負傷者救護義務については先の検討の通り,
真正不作為犯としてその義務が行為義務性を有するものと解されるけれど












法と政治 66巻 2号 (2015年 8月) 241(403)
(35) Vgl. Georg Freund, in Kommentar zum Strafgesetzbuch, 2.







































242(404) 法と政治 66巻 2号 (2015年 8月)
(36) 札幌高判昭和41年10月６日札幌高検速報56号－4｡
(37) 杉本・前掲註(９)374頁以下は, 負傷者救護義務違反罪の罪質として,
社会倫理的な義務懈怠 (免脱) 犯罪としての性格があるとし, その理解か




するが, それは妥当ではない｡ 負傷者救護義務違反罪は, 結果とは関係な
く単に何らかの行為をすれば義務の履行が認められるものではないからで























































































を立てた上で, ｢意識ある被害者の救護には被害者側の協力 (受忍) を要
するが, これを拒絶された場合, 行為者が本罪の罪責を免れる為に救護措
置を断行すること (具体的には, 被害者に対する逮捕, 監禁, 強要等の構
成要件該当行為に出ること) が, 本罪規定を根拠とした法令行為 (刑法35







る｡ さらに, 杉本・同379頁は, ｢『被害者の明示的かつ自由に出た拒絶意
思表明 (行動)』 があれば, 現実の受傷程度を問わず, 被害者の意思活動・
意思決定に反した強要的手段を伴う救護措置 (自車に搬入して病院に搬送
する, 受診を強要する等) の義務は消滅すると解さざるを得ない｣ と強く
主張しつつ, ｢しかしこの観点からは, 全ての救護措置が一律に解除され
ると解すべきでなく, 強要を伴わない措置 (119番通報, 家族への引渡し
と受傷状況の説明, その他) を講ずる義務はその履行可能性がある限り存














































































246(408) 法と政治 66巻 2号 (2015年 8月)
(43) 大塚裕史 ｢過失不作為犯の競合｣ 『三井誠先生古稀祝賀論文集』 (2012
年) 155頁以下, 岡部雅人 ｢過失不作為犯における 『注意義務』 について｣
『曽根威彦先生・田口守一先生古稀祝賀論文集 (上)』 (2014年) 205頁以下,






































｡ 例えば, 第三者がすでに救急車を呼んでいた場合に, もち
論
説
法と政治 66巻 2号 (2015年 8月) 247(409)
(45) 例えば, 仙台高判昭和46年６月３日刑月３巻６号741頁, 東京高判昭
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｡ 先述の通り, 運転者には, 被害者に適切な医療
論
説
法と政治 66巻 2号 (2015年 8月) 249(411)
(54) 広島高岡山支判昭和53年２月15日刑月10巻 1・2 号51頁も同旨の判示
をする｡
(55) 安西・前掲註(12)320頁｡
(56) 谷口正孝 ｢ひき逃げの刑事責任｣ 日沖憲郎博士還暦祝賀 『過失犯 (2)』









て, 運転者が自ら病院に赴かなくても, 例えば, 交通事故の報告義務の履
行をかねて, 運転者が警察官にその旨を説明するのであればそれで足りる
と思われる｡
Ⅳ. お わ り に





















































(基盤研究 (C)) (課題番号15K03186), 平成26年度関西学院大学個人特別
研究費 A, 平成24－25年度日本学術振興会学術研究助成基金助成金 (若手
研究 (B)) (課題番号24730062) に基づく研究成果の一部である｡
論
説
法と政治 66巻 2号 (2015年 8月) 251(413)




｢真摯な努力｣ をめぐる議論と類似する (しかも, 結局は結果との関連に
おいて中止行為の有無を判断するに至るという議論の流れも類似する [中
止結果への寄与度について, 西田典之ほか編 『注釈刑法 (1)』 (2010年)
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252(414) 法と政治 66巻 2号 (2015年 8月)
